行政改革の研究-制度はどのようにして変化するか- by 笠,京子
行政改革の研究一制度はどのようにして変化するか一
笠 京　子
　2008年度は、まず日本の独立行政法人制度の形成過程について検証し、日本の独立行政法人制
度が、イギリスのエージェンシーをモデルに中央省庁の実施機能の分離として議論され始めたこ
と、しかし最終的には特殊法人改革の一環として、特殊法人を改良するための制度として設計さ
れたことを明らかにした。具体的には、行政改革会議の議事録を中心に、自民党行政改革推進本
部との関係など、最終報告が作成されるまでの過程と、最終報告を受けて法整備（中央省庁等改
革基本法、独立行政法人通則法）を進めた国会を中心とする過程を検証した。そこから判明した
ことは、独立行政法人はイギリスのエージェンシー制度に倣ったものであること、アイデアは自
民党発であり、選挙対策として耳目をひくために掲げたものであること、しかし制度本来の趣旨
（実施機能の分離による効率化）の実現をはかるアントレプレナーと呼ぶべき強力な推進者や組
織は存在せず、省庁と労組の強い抵抗によって、特殊法人改革の一環へと変質したことである。
通則法成立の際の付帯決議に端的に示されているように、独立行政法人制度は、当初掲げた目標
とは大きく乖離し、中央省庁の改革ではなく特殊法人改革に簸小化されたということができる。
　独立行政法人制度を形骸化させた最大の要因は、政治的リーダーシップの不在と官僚（省庁）
の抵抗であった。公務員労組を傘下にもつ連合も抵抗したが、連合代表の議論は行革会議では賛
同者を得られていない。イギリスでは、エージェンシー制度導入時に、公務員制度が抜本的に改
革されており、エージェンシーの長とともに幹部クラスの一部にも公募制度が導入され、相当部
分が開放系へと変化した。日本で当初、イギリス型のエージェンシーの導入が企図されたにもか
かわらず、議論の過程で変質せざるをえなかったのは、公務員制度に手をつけることができなか
ったからであるというのが、私の仮説である。イギリス型工一ジェンシー・・一・Lの本質は管理改革であ
り、執行組織の切離しとその効率的な運営のためには、組織の長の管理能力を官僚以外の第三者
が評価して人事を行うシステムが不可避的に付随する。これは、閉鎖系を厳密に維持している日
本の官僚制を根底から揺るがすものになるからである。また特殊法人などいわゆるフリンジ・ボ
ディが、日本では早期退職慣行に伴う天下りの受け皿であり、イギリスでは政治的任用職となっ
ていることも指摘できよう。
　イギリスの公務員制度と日本の公務員制度は非常に類似した制度であったが、1980年代以降、
イギリスの公務員制度は大きく変化している。両国とも公務員制度改革が長く政治課題でありな
がら官僚の抵抗で実現できなかった事情は共通している。なぜイギリスでは可能で、日本では不
一42一
可能だったのか、歴史的制度論の理論枠組みに乗せる形で、さらなる検討を加えたい。2009年4
月～9月の在外研究（イギリス、ケンブリッジ大学）で本研究を完成させる予定である。
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